
流　動　資　産 22,315,713 流　動　負　債 6,163,517

10,717,962 3,735,531

9,167,317 259,730

827,697 449,624

256,966 66,149

430,993 666,102

900,000 921,079

62,548 18,002

10,257 47,295

△ 58,031

固　定　負　債 3,169,971

固　定　資　産 15,005,499 776,300

有 形 固 定 資 産 11,109,713 2,292,722

6,071,456 100,730

70,502 218

459,983 9,333,488

3,287,370

969,544 株　主　資　本 27,654,876

250,854 97,166

58,933

無 形 固 定 資 産 759,169 58,933

27,498,776

投 資 そ の 他 の 資 産 3,136,616 24,291

2,341,960 27,474,485

56,507 25,504,500

734,940 1,969,985

3,208

評 価 ・ 換 算 差 額 等 332,847

332,847

27,987,724

37,321,212 37,321,212資　産　合　計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金

純　資　産　合　計

そ の 他

長 期 保 証 金 別 途 積 立 金

繰 延 税 金 資 産 繰 越 利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

投 資 有 価 証 券 そ の 他 利 益 剰 余 金

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

工 具 器 具 ・ 備 品 負　債　合　計

土 地 （純資産の部）

退 職 給 付 引 当 金

建 物 ・ 構 築 物 役 員 退 職 慰 労 引 当 金

機 械 ・ 運 搬 具 そ の 他

貸 倒 引 当 金

リ ー ス 債 務

未 収 入 金 役 員 賞 与 引 当 金

そ の 他 そ の 他

繰 延 税 金 資 産 未 払 法 人 税 等

短 期 貸 付 金 賞 与 引 当 金

未 成 工 事 支 出 金 未 払 金

材 料 貯 蔵 品 未 払 費 用

預 金 工 事 未 払 金

完 成 工 事 未 収 入 金 リ ー ス 債 務

科　　　　　目 金　　　　　額

（資産の部） （負債の部）

科　　　　　目 金　　　　　額

（単位：千円） 東日本電気エンジニアリング株式会社

資産の部 負債及び純資産の部

第37期　貸借対照表
(平成28年3月31日現在)



個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

(1)　資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

ア　時価のあるもの

　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によって処理して

おります。）

イ　時価のないもの

　移動平均法による原価法

②　棚卸資産の評価基準及び評価方法

ア　未成工事支出金

　個別法による原価法

イ　材料貯蔵品

　移動平均法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法によって処理しております。）

(2)　固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　　定率法

　ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）については、定

　額法

②　無形固定資産（リース資産を除く）

 定額法

③　リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20

年3月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

(3)　引当金の計上基準

①　貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、法人税法の規定による法定繰入率により計上し

ております。

②　賞与引当金

 従業員の賞与支給に備えるため、当事業年度に対応する支給見込額を計上しております。

③　役員賞与引当金

 役員の賞与支給に備えるため、当事業年度に対応する支給見込額を計上しております。

④　退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき

当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

ア　退職給付債務の見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付債務見込額を当事業年度末までの期間に帰属

させる方法については給付算定式基準によっております。

イ　数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異は、発生年度に一括費用処理しております。

⑤　役員退職慰労引当金

 役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づき計算した当事業年度末における

要支給相当額を計上しています。



(4)  収益の計上基準

　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については工事進行

基準を適用し、その他の工事契約については、工事完成基準を適用しております。なお、工事進

行基準を適用する工事の当事業年度末における進捗度の見積りは､原価比例法によっております。

２．株主資本等変動計算書に関する注記

　当事業年度末における発行済株式の種類及び株式数

　　　普通株式　　　179,333株

３．その他の注記

(1)　有形固定資産の減価償却累計額 千円

(2)　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

(3)　記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。

４．当期純利益

千円

5,507,251

1,850,162


